
 
 

 

 

ＳＯＭＰＯケアが取り組む「未来の介護」 

本調査により、両親との話し合いの有無や自身の介護における意向、データやテクノロジーを活用した介護に対

する期待などが明らかになりました。両親と介護について話し合ったことにない人の割合は非常に高く、親が高齢

な 60代だったとしても、十分に話し合えていませんでした。また、自身に介護が必要になった場合、施設入居を希

望している人が多い傾向にあり、介護に対する需要はさらに高まっていくと言えます。 

少子高齢化が進む日本では、支える人と支えられる人のバランスが大幅に崩れ、2040年には約 57万人もの介護人

材が不足するといわれています（※）。また、生産年齢人口が減少していることから、社会保障制度の行く末にも不

安の声が高まっています。 

※厚生労働省「第９期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について」（令和６年７月１２日） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000207323_00005.html 

当社はこうした社会課題に立ち向かうために、「未来の介護」の実現に挑み続けています。「未来の介護」とは、

ご利用者さまへ提供する介護サービス品質の向上と、職員の業務負担軽減を両立する介護のことです。 

これを実現するために、データの活用やテクノロジーの導入、さらには現在行っている業務の見直しを実施して

います。将来に向かって拡大していく介護人材の不足を見据え、介護現場の変革を確実に進めていくことで、日々

の業務の徹底的な効率化を図っていきます。その上で、ご利用者さまにはエビデンスに基づくより良い介護を、そ

して職員には人にしかできない介護に注力する働き方の実現を通じ、今まで以上のやりがいと誇りを提供します。 

 

【ＳＯＭＰＯケアが目指す未来の介護】 

https://corporate.sompocare.com/mirainokaigo/ 

 

「未来の介護」の実現に向けた、3つの挑戦 

（１）データプラットフォーム構築による、ケアマネジメントサイクルの最適化 

当社では、全国の 400 以上ある施設をはじめとした、フルラインナップで提供する介護サービスを基盤に、

10 万人以上の実生活に紐づくデータと、多職種による豊富な専門的知見・ノウハウを所有しています。ご利用

者さまの健康状態から職員の活動状況まで、あらゆる情報をデータ化し集約。これらを活用することで個々の

ケアマネジメントサイクルを最適化し、高品質なケアの提供や職員の業務負担軽減のほか、施設・事業所運営

の効率化を進めていきます。 

 

（２）実装が進む、未来の介護を支える様々なテクノロジー 

最先端の介護テクノロジーを組み合わせ活用することで、ご利用者さまに提供するケア品質の向上と、職員

の業務負担軽減の両立を追及し続けています。しかし、テクノロジーをやみくもに導入しても全てが解決する

わけではありません。それぞれの介護現場における課題を正しく検証したうえで適切なテクノロジーを導入し、

活用しています。 

また、テクノロジーの活用による介護人材の需給ギャップ解消に取り組む「Future Care Lab in Japan」で

は、当社の各現場のみならず介護業界全体に寄与することを目指し、介護を受ける人・する人双方にとって魅

力あるテクノロジーの実証と研究開発を行っています。 
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（３）業務の見える化、時間創出による「やりたい介護」の実現 

当社では、介護現場における業務の見直しや見える化を行い、ご利用者さまがより適切なサービスを受けら

れるよう、そして職員の負担が減るよう、業務の改善を行っています。そのひとつが、業務の組み換えによる介

護職の時間創出です。 

介護の現場では、食事介助や移乗介助といった専門技術を要し介護職にしかできない「直接介護」業務と、食

事準備や掃除など専門技術を要しない「間接業務」が存在します。従来は、1人の介護職が 1日の勤務の中で両

方の業務を担っていました。これを業務の組み換えによって「直接介護」を専門に行う職員と「間接業務」を専

門に行う職員に分けるとともに、テクノロジーの活用等によって効率化。時間の創出が可能になりました。創

出された時間は、ご利用者さまのやりたいことの実現や職員の自己研鑽のほか、ご利用者さまとの日々の関わ

りをより充実させることにも活用されています。 

ご利用者さまにもっとゆっくりお話を伺いたい、ご利用者さまのためにもっと時間を使いたい、といったこ

れまで業務に追われて十分にできていなかった「やりたい介護」を実現できるようになり、職員の働きがい向

上にもつながっています。 


